
１-１ マイナンバー付番の仕組み

各機関（市区町村等）は機構に対してマイナンバーを要求し，機構は各機関にマイナンバーを通知
（1）（2）
機関別符号の要求は機構に対して行い，情報提供NWシステム経由で取得（a）～（d）

情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

住民票コード変換

符号付番

ＩＤコード付番

(c)符号生成

機関別
符号Ａ

各機関（市区町村等）

住民票コードＩＤコード

(1)マイナンバー要求

機関別符号の付番 マイナンバーの付番

統合端末※

マイナンバー付番

マイナンバー住民票コード

(2) マイナンバー通知

(d)符号通知

(b)ＩＤコード生成

来庁

マイナンバー住民票コード

住基ネット

機構

中間サーバー

機関別
符号Ａ

政府共通NW
/ LGWAN

※住基ネットの業務アプリケーションとJPKIの窓口端末アプリケーションを搭載した端末。CS端末の番号制度対応版

（制度運用開始後の市区町村の例）

国民

(a) 符号要求

参
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料
２
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１-２ マイナンバーの付番の流れ（マイナンバー制度運用開始後）

●施行日以降に住民が登録される場合，住民票コードを割振り，機構に対して番号の生成要求
・住民票コードの取得は現行どおり束方式（事前に送付された住民票コードに都度割り振り，結果を通知）
・マイナンバー取得は，地方公共団体情報システム機構へのコール＆レスポンス方式（下図参照）

●登録後，本人確認情報（４情報，住民票コード，マイナンバー）を住基ネット経由で機構に通知

※出典：総務省「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン」をもとに作成

機構

全国サーバ

住民票コード
リスト

マイナンバー生成機能

対応テーブル

都道府県
都道府県サーバ

市区町村

構築ベンダーごとの独自方式

住基中間サーバー

ＣＳ

リアルタイム通信

既存住基システム

住基
テーブル

擬似リアル
（FTP，バッチ）

リアルタイム通信

リアルタイム通信

国民

出生届等

４情報

国民が出生届を提出 団体内統合宛名システム

宛名情報
テーブル

※ 本人確認情報＝４情報＋住民票コード＋マイナンバー

マイナンバーZ住民票ｺｰﾄﾞC

マイナンバーY住民票ｺｰﾄﾞB

マイナンバーX住民票ｺｰﾄﾞA

マイナンバーZ団体内統合宛名番号C

マイナンバーZ住民票ｺｰﾄﾞC

マイナンバーY住民票ｺｰﾄﾞB

マイナンバーX住民票ｺｰﾄﾞA

⑤【市区町村】
住基テーブルにマ
イナンバーを登録

⑦【市区町村】
団体内統合宛名番号とマイナン
バーの情報を受領し，宛名情報
テーブルにマイナンバーを登録

⑥【市区町村】
マイナンバーを追加した
本人確認情報※を通知

④【機構】
住民票コードとマイナンバーの
対応テーブルのファイルを通知
(住基ネットでの提供)

①【市区町村】
住民基本台帳テーブルに
住民票コードを登録

②【市区町村】
住民票コードを機構に通知
(マイナンバーの要求)

③【機構】
通知された住民票コードに
対応したマイナンバーを生成

住民基本台帳法
9条2項に基づく

通知

４情報

戸籍事務
（本籍地/
非本籍地）

管外/管内

この時点では，マイナ
ンバーは付番されて
いない‐
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２-１ マイナンバー情報連携の仕組み

情報提供NWシステムは，同一人に対し機関毎に異なる機関別符号を配布
⇒情報照会者と情報提供者が結託して不正な情報連携することを防止

情報提供NWシステムは，情報連携の都度，機関別符号の変換を実施

情報提供ネットワークシステム
（コアシステム）

情報連携

機関別符号の変換
（符号Ａ⇔ ＩＤコード⇔符号Ｂ）

情報照会者Ａ
（機関コードA）

情報提供者Ｂ
（機関コードB）

既存番号（※） 機関別
符号Ａ

情報照会者と
情報提供者の結託による
不正な情報連携を防止

機関別符号Ａで
やり取り

機関別符号Ｂで
やり取り

復号

暗号

機関別符号A

機関別符号B

ＩＤコード 機関コードA

ＩＤコード 機関コードB（耐タンパ装置）

秘密鍵
既存番号（※） 機関別

符号Ｂ

※各機関で既に付番されている個人を識別するための番号

個人情報

個人情報
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機関Ｂ（情報提供者）

業務システム

照会者は，相手先を特定した上で照会することが必要
同一の事務（別表第二に規定する事務の単位）であれば，一つの自治体に一人の特定個人情報

として複数の情報を照会できる

２-２ 情報照会／情報提供の流れ

※出典：総務省「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン」をもとに作成

機関Ａ（情報照会者）

福祉システム

コアシステム

住民 団体内統合宛名システム

中間サーバー

ＩＦシステム ＩＦシステム

中間サーバー相当機能変換

団体内統合宛名番号 照会情報
情報提供

ＤＢ

符号
変換機関別符号Ａ 機関別符号Ｂ⑤【コアシステム】

市区町村Ａ用の機関別符号Ａを都道府県Ｂ用の機関別
符号Ｂに変換し，照会情報を都道府県Ｂへ通知

照会情報機関別符号Ａ

処理通番

照会情報機関別符号Ａ

処理通番

OK

団体内統合宛名番号マイナンバー

OK
申請書

マイナンバー

団体内統合宛名番号 提供情報

ＬＧＷＡＮ

提供情報処理通番

提供情報処理通番
提供情報処理通番

政府共通NW

機関別符号Ｂ 照会情報

処理通番

⑥【都道府県】
対象者の提供情報を作成し，
ＩＦシステムを経由して市区町村Ａへ
処理通番とあわせて通知

⑦【市区町村】
中間サーバーからの処理通番に
該当する提供情報を画面に
表示し，業務ＤＢに登録。
提供情報を元に審査・決定する①【市区町村】

団体内統合宛名システムに対して
マイナンバーを通知して，対応する
団体内統合宛名番号の有無を確認

②【市区町村】
中間サーバーに対して団体内
統合宛名番号を通知して対応
する機関別符号の有無を確認

③【市区町村】
中間サーバーに対して団体内統合
宛名番号と照会情報を通知

④【市区町村】
中間サーバーで処理通番を取得，
団体内統合宛名番号を機関別符号に
変換後，ＩＦシステムを経由して
コアシステムへ通知

※新規申請を
想定

※ 提供情報はコアシステムを経由せずに，
照会元のIFシステム※に直接送信

常に同期することが望ましい
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